





































　まず時間は離散的に 0 から無限大まで続く。家計は 2期間（若年期と老年期）生きる個人からなる。
t 期に生まれ個人は，若年期の消費 cyt  と次期の老年期の消費 c
o
t+1 から得られる効用 u (c
y
t  , c
o
t+1) の最
大化を行う。若年期に 1単位の労働供給を非弾力的に行い，賃金所得 wt を得て，一部をその期の消
費 cyt  に，残りを貯蓄 st に回す。貯蓄は次期の企業に貸付けられ，老年となった個人はその期末に生
産のうちの資本分配分を消費して生涯を終える。後の議論のために，消費税を導入しておこう。消費





　ここで，係数 s ∈ [0, 1] は，後でみるように賃金所得に対する貯蓄割合である。また， ret+1 は貸付
けに対する t 期に予想される t +1 期の期待実質利子率である。これを解くと，家計が行う貯蓄水準は，
 （４） 
と書ける。効用関数の性質より，貯蓄水準は期待利子率や消費税率に依存しない。
　次に企業行動をみる。t 期における資本ストックを Kt，労働を Lt と表し，一人当たりの資本ストッ
クを kt = Kt / Lt と表す。企業の生産関数を資本と労働に関して 1次同次の Cobb-Douglas型とし，一人
当たりの産出量を集約型の生産関数を用いて，
 （５） 
で表す。ただし，A〉 0は全要素生産性を表すパラメータ， β ∈ (0, 1) は資本分配率である。t 期の 1 
単位当たりの資本のレンタル費用を ρt とすると， 1階の条件より，
 （６）
 （７） 
が成り立つ。また，資本減耗率を δ ∈ [0, 1] とすれば，無裁定条件より，
 （８） 
が成り立つ。









となる。初期条件 k0＞ 0 に対し，t が無限大に行ったとき，kt は定常状態
 （12）
に単調に収束する。ここで，t 期の任意の一人当たり資本ストック（定常状態を含む）に対し，人口
















すなわち，任意の t 期におけるマクロ的な税収＝政府支出であることに注意する。ここで，δ ＝ 1，





となるので，t 期における政府支出 Gt は，
 （15）












出生率の選択は，ある閾値 θ＞ 0 に対し，
 （17）
としよう。ここで，家計の異質性を導入する。t 期生まれのインデックス i の個人の閾値 θi,t が，
 （18）
























































右側は高い出生率が選択されている。 A = 4， s = β = 0.4， 
θ = 0.25， τ= 0.1， σ= 0.002， n
－
 = ‒0.3， n
－










されている 5％から，連続的に 13％まで引き上げた場合の推移式（20） に対する分岐図を {kt} につ
いて図 5で表す。














ひとつである初期値鋭敏性を測るものである。よって，通常のように λ＞ 0 であることをもって，そ
の経済系がカオス的であるとするならば，図６より， 7％から 11％付近の間の消費税率に対し，カ
オスが頻繁に発生していることが読み取れる。
図 5：分岐図。消費税率τ ∈ [0.05, 0.13] に対する一人
当たり資本ストックの流列を対応させてある。
























τ ＝ 0.08 近辺や τ ＝ 0.1 近辺でカオスが頻繁に発生している一方，同じくカオスが発生している τ ＝
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Consumption-tax-ﬁnanced fertility policy and persistent 
intergenerational inequality: A preliminary exploration
Masanori Yokoo
Abstract 
　The paper incorporates into a standard two-period-lived overlapping generations model with Cobb-Douglas 
utility and Cobb-Douglas production technology a government that levies a tax on consumption and households 
that have an opportunity to choose the fertility rate. The government  spends all the tax revenue to finance 
the policy aiming to increase the national birth rate. Each young household faces a binary choice between 
‘high fertility’ and ‘low fertility’, depending on the level of the government’s expenditure on that policy. The 
government’s policy together with the fertility choice by the households can give rise to strong nonlinearity 
in the transition equation of the economy. Numerical simulations show that the economic system exhibits 
endogenous cyclical or chaotic ﬂuctuations in fertility for a large set of values of consumption tax rates. It is 
also numerically shown that some （inappropriate） choice of the tax rate by the government can cause persistent 
intergenerational inequality.
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